
～市民と創る最高のまちづくり～

1

企 画 政 策 部

新産業創造推進局

デジタル田園都市国家構想交付金の
活用について

参 考

令 和 ４ 年 １ １ 月 １ 日
部 長 会 議



～市民と創る最高のまちづくり～

2

 デジタル実装を主内容とする取組に対する支援メニューとしては、地方創生推進タイプ(Society5.0型)とデジタル
実装タイプの２つがあり、地域の課題や事業の特性に応じて、最適なメニューの選択が可能となっている

地方創生推進タイプ（Society5.0 型）とデジタル実装タイプの違い

①地方創生推進タイプ(Society5.0型) ②デジタル実装タイプ

地域のデジタル化を推進したい

単年度で速やかに実装したい中長期で先進事例に取り組みたい

＜書かない窓口＞ ＜地域アプリ＞

＜スマート農業＞

＜データ連携基盤を活用したスマートシテｨ＞
※イメージ

＜AIデジタル教材＞

行政・市民サービスやスマート農業、データ連携基盤を活用したデジタルの実装先進的事業を、中長期（計画の策定、開発、実証から実装）に支援
-事例：長野県伊那市（2021年から実証事業開始、順次実装中）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

＜無人VTOL機による
山岳輸送実証＞

＜ドアツードアAI乗合
タクシーEV化実証＞

実装に向
けた統合
実証

計画 開発

各種サービス実証

＜中長期スケジュール（イメージ）＞

＜路線バスによる
期日前移動投票＞

【TYPE2】【TYPE1】

 Society5.0型：新たなサービスの開発など「先導的な事業」に取り組む地方公共団体に対し、 計画の策定、開発、

実証から実装に至るまでを、最長５か年度に渡って中長期的に支援

 デジタル実装タイプ：当年度中に速やかに実装可能な事業に取り組む地方公共団体に対し、

その事業の立ち上げに掛かる費用を単年度に限って支援
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3地方創生推進タイプ（Society5.0 型）とデジタル実装タイプ（TYPE2/3）の違い

地方創生推進タイプ（Society5.0型） デジタル実装タイプ（例：TYPE2/3）

法定／予算 地域再生法に基づく法定交付金 （法に基づかない）予算措置

対象事業
未来技術を活用した、新たな社会システムづくりの 全国

モデルとなりうる事業（「先導性」が要件）
データ連携基盤を活用して、

複数のサービス連携に取り組む事業

補助上限額
（国費ベース）

3億円
（5年間で最大15億円）

TYPE2：2億円 TYPE3：6億円

補助率 1/2 TYPE2：1/2 TYPE3：2/3

実装までの支援期間
最長５か年度にわたって、

計画策定や実証からサービス実装に至るまでを支援
当年度中のサービス実装を支援

実装後の運営費用 実装後のランニングコストは支援対象外（実装後は自走が前提）

地域再生計画との関係 地域再生計画に位置づけることが必要 地域再生計画に位置付けることは不要

データ連携基盤の活用 － 必須

Society5.0型

TYPE2/3

支援対象 自走（支援対象外）

事業継続実装実証開発
計画

策定
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デジタル実装タイプ TYPE1 ： 採択事例1/5＜令和３年度補正＞ 4
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デジタル実装タイプ TYPE1 ： 採択事例2/5＜令和３年度補正＞ 5
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デジタル実装タイプ TYPE1 ： 採択事例３/5＜令和3年度補正＞ 6
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デジタル実装タイプ TYPE1 ： 採択事例４/5＜令和3年度補正＞ 7
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デジタル実装タイプ TYPE1 ： 採択事例５/5＜令和3年度補正＞ 8



～市民と創る最高のまちづくり～

デジタル実装タイプ TYPE1 ： テーマ一覧１/２＜令和3年度補正＞ 9

 令和３年度補正では、全国において、様々な分野・領域でデジタルサービスを実装する事業を採択

 各地域の特性や社会課題に応じて、地域で必要とされるサービスの実装を支援
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デジタル実装タイプ TYPE1 ： テーマ一覧２/２＜令和3年度補正＞ 10

 令和３年度補正では、全国において、様々な分野・領域でデジタルサービスを実装する事業を採択

 各地域の特性や社会課題に応じて、地域で必要とされるサービスの実装を支援
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内閣府スケジュール(予定) 11

 令和４年12月の申請開始が想定されており、事業案の見通しが立っている場合は個別の事前相談が可能

次年度に向けた

庁内調整／事業設計

～11月

申請受付

12月初旬～2月中旬

審査・採択通知

2月～3月末

• 制度説明会その②（サービス分野別）

• 事業設計に向けた個別相談

※任意様式での申請計画の素案レベルで可

• 申請資料一式の展開

• 申請開始にあたる本説明会の開催

• 申請計画書の事前相談（申請計画書にコメントの上返却）

• 2月末～3月上旬頃を目途に審査完了

※デジタル実装タイプTYPE3、地テレ型は有識者審査あり

• 3月中旬頃を目途に内示、4/1交付決定に向けた手続きを実施

＜12月初旬頃 政府予算案決定→正式申請案内＞

＜4/1 交付決定（予定）＞

＜2月上～中旬頃 申請締切＞


